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1．はじめに 

 近年，上下水道施設等のライフライン施設に

おいては，「経年劣化」による耐力低下が懸念

されていることから，耐震化事業，長寿命化事

業が実施されている．参考文献 2)では，「災害リ

スクの情報 3)」として，ライフライン構造物に潜

在する地震時の被害特性を定量的に評価できる

「地震リスク」を用いて，ライフライン管路(上

下水道システム：下水道管路施設)を取り上げ，

地震時損失に関する分析が実施されている．     

 本研究では，ライフライン管路の中でも，上

水道管路を取り上げ，構造信頼性設計に基づく

地震リスクマネジメント手法により，地震時の

被害特性を定量的に評価できる「地震リスク」

を用いて地震時予測損失の分析を実施し，上水

道管路の耐震安全性評価として，「災害リスク

の情報 3)」の定量的評価を行うことを目的とする． 

地震時損失を考慮したライフサイクルコスト分

析を実施し，上水道管路のライフサイクルにお

いて生じる費用の構成の把握を行う． 

2．構造信頼性設計に基づく地震リスクマネジメ

ントと上水道管路のライフサイクルコスト分析 

 本研究においては、地震リスクを発生確率と

損失額の積である「期待値」として取り扱い，

地震リスク分析を実施する．したがって，地震

リスクは，式(1)のように定義することができる． 

� = ∑ � = ∑ � × �         (1) 

 ここで，R は期待損失，P は発生確率，C は損

失額を表す． 

 構造信頼性設計において使用される確率関数

の「数理モデル」として，正規分布，対数正規

分布，β分布，ワイブル分布，ポアソン分布等

（図-1）が考えられるが，本研究で使用する確

率関数の「数理モデル」は対数正規分布とした． 

 次に，本研究では，図-2 に示すような地震リ

スクマネジメントの算出フローに従って，地震

リスクマネジメントを行う．図-3 に解析対象地 

 

 

 

域における水平最大加速度と年超過確率の関係

を表す地震ハザード曲線を示す． 

さらに，本研究では，「災害リスクの情報 3)」 

を定量的に把握するために，式(2)が示すように，

「初期建設費用」，「地震時損失コスト（「地

震リスク」）」を評価項目としたライフサイク

ルコスト(LCC)分析を実施する．なお，地震時

損失コストに関しては，現在価値法を用いて，

式(3)に示すように社会的割引率 r を考慮し，

r=4％4)として，ライフサイクルコスト LCC の改

善を行った．また，本研究では，ライフサイク

ルコスト(LCC)分析の評価期間 n を 50 年とした． 

 

 
 ここで，Cinitial は上水道管路の初期建設費用，

R は年間地震リスク，PV は t 年後の補修補強費

用等の現在価値，Ptは t 年後の補修補強費用等の

将来価値，r は社会的割引率を表す． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．上水道管路の解析対象モデル 

 上水道管路の解析対象モデルは，土被り 1.0m

の水道用硬質塩化ビニール管 RR 管φ50mm（延長

5.0m）を解析対象モデルとした． 

4．上水道管路の耐震性能評価 

 本研究では，上水道管路の耐震性能評価とし

ては，「地震動による縦断方向の継ぎ手部の抜

出し長」を照査項目とした．地震動の影響によ

る継手部の抜出し長 5)の算出においては，道路橋

示方書・同解説 6)を基に，耐震設計上の地盤種別，
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図-2 構造信頼性設計に基づく 

地震リスクマネジメントの評価フロー 
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図-1 確率密度関数 

 

0.000

0.001

0.010

0.100

1.000

0 50 100 150 200 250
加速度（gal）

年
超
過
確
率

図-3 地震ハザード曲線 
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減衰定数，入力地震動の決定を行い，地震波速

度応答スペクトル解析を実施し，式(4)に示すよ

うに，地盤を 1自由度系に置き換えて解析を行う

ことで地震時の地盤変位を算出し，式(5)から継

手部の抜出し長の算出を行った． 

��(�) = 2
� ��� !"# ��

2$ 

%&'% = &(&)*             (5) 

ここで、Uh(z)は地震時応答変位(m)，z は地表

面からの深さ(m)，Sv は設計応答速度(m/s)，Ts

は表層地盤の固有周期(s)，Hは表層地盤厚(m)，

%&'%は継手部の抜出し長（継手の管軸方向の伸縮

量），&(は無限連続梁とした場合の梁の管軸方

向相対変位量(m) ， &)*は継手変位係数を表す． 

 図-4に「入力地震動 6)」の1つを，図-5に「入

力地震動の地震波速度応答スペクトル」，図-6

に「地震動による縦断方向の継ぎ手部の抜出し

長」と基盤最大加速の関係を示す．なお，継手

部には経年劣化 2)による補正を行っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．上水道管路の地震損失コスト評価 

 本研究では，「物理的損失」，「機能不全に

よる営業損失」，「ユーザー損失」の 3つの地震

損失コストを考慮する．物理的損失は，上水道

管路の復旧コスト，つまり補修費，調査費用を

評価対象とし，参考文献 2),5),7)を参考に被害区分

と補修方法を表-1 に示すように設定した．なお，

被害ランク Cの耐震性能照査においては，設計照

査用最大伸縮量を用いた．機能不全による営業

損失は水道管が地震により被災することで，水

道管の機能不全により公営企業が得ることがで

きなくなった営業収入，つまり水道使用料金収

入とする．ユーザー損失は水道管が地震により

被災することで，水道施設の利用者（ユーザー）

が水道を利用できなくなったことにより生じる

経済損失とする．計画給水区域においては，1 戸

当たり 4人とした．なお，各地震損失コストに関

しては，参考文献 2)等の値を参考に算出を行った． 

  

 

 

6．構造信頼性設計に基づく上水道管路の地震リ

スク分析 

本研究で評価する地震リスクは，地震リスク

カーブが年超過確率と損失額の囲む面積で表さ

れる「年間地震リスク（図-7）」を評価指標と

する．図-8 は，上水道管路の地震リスクカーブ

を示したものである．図-9 は，地震損失コスト

を考慮した上水道管路のライフサイクルコスト

分析の結果であり，地震損失コストは，上水道

管路の初期建設費の約 7％程度となった．本研究

から，構造信頼性設計に基づく地震リスクマネ

ジメント手法により，上水道管路の「災害リス

クの情報 3)」を定量的に評価することができた． 

 

 

 

 

 

7．最後に 

本研究は，筆者が個人研究で行ったものです．

当方，及び本論文等に関しては，「当方、及び

論文等に関する留意事項 1) (https://article-
notice.wixsite.com/rules)」，及び下記の注釈の

確認を行って下さい． 
注 当方は，「出身大学・大学院の指導教員等，その他（関係者等，上

記教員が所属する土木学会地震工学委員会）」，「過去の勤務先・
所属等」，「その他」とは一切関係ありません．当方，及び論文等
に関する連絡，問い合わせ等は論文に記載しているメールフォーム
に行って下さい．当方等に関して，上記等，その他への連絡，問い
合わせ，その他等は，一切行わないで下さい．また，上記等，その
他からの「連絡，問い合わせ，関与，その他等」はお断りです．当
方は，「宗教勧誘」（「創価学会，カルト宗教等」）は，断固お断
りです．本論文等に関して，「創価学会，カルト宗教等」，「上記
人物に賛同する人物等」からの「質疑応答，連絡，関与，その他等」
は断固お断りです．（「当方、及び論文等に関する留意事項 1): 
https://article-notice.wixsite.com/rules」) 
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図-4 入力地震動 6) 
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図-6 地震動による継手部 
の抜出し長 

判定基準 水道管としての機能 
継手部の 

抜出し長 
復旧方法 

営業 

損失 

ユーザー 

損失 

a 

（重大） 

水道管としての機能を喪失 

（完全に離脱） 
60mm 以上 

開削工法（敷設替） 

漏水調査 
〇 〇 

b 

（中程度） 

漏水があっても水道管 

として使用可能 
20～60mm 

開削工法（敷設替） 

漏水調査 
- - 

c 

（健全・軽微） 
被害なし 20mm 以下 漏水調査 - - 

 

表-1 水道管 RR 管φ50mm の被害区分と補修方法 2),5),7) 

 
図-7 年間地震リスクの 

概念図 図-8 地震リスクカーブ 図-9 LCC 分析結果 

  （評価期間 50 年） 
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